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地方自治法第２３３条第２項、同法施行令第２１８条の２及び志摩広域消防組合規約第

１４条の規定により、審査に付された令和２年度志摩広域消防組合一般会計歳入歳出決算

書について志摩市監査基準に基づき審査を行った結果、次のとおりその意見を提出する。 
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凡         例 

 

１．文中及び表中に用いる比率は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

したがって、構成比等において合計と内訳の合計比率が一致しない場合がある。 

 

２. 文中及び表中に表す金額は原則として円単位で表示した。 

ただし、端数を整理するため調整した数字もある。 

 

３. 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

  「 △ 」 ・・・ マイナス（－）、減少、低下 

  「 ― 」 ・・・ 該当数値なし、算出不能なもの 

  「0.0％」 ・・・ ０または単位未満のもの 

  「皆 増」 ・・・ 比率の対象となる該当数値がないもの又は「０」から増加したもの 

「皆 減」 ・・・ 比率の対象となる該当数値がなくなったもの又は減少して「０」と

なったもの 
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志摩広域消防組合一般会計歳入歳出決算審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

    令和２年度志摩広域消防組合一般会計歳入歳出決算 

    

 第２ 審査を実施した日 

    令和３年７月２１日 

 

 第３ 審査の場所 

    志摩市役所 監査委員事務局 

 

 第４ 審査の方法 

この審査は、志摩広域消防組合が令和 3年 3月 31 日をもって解散したことに

伴い地方自治法施行令第２１８条の２及び志摩広域消防組合規約第１３条の規定

に基づき、その事務を承継した志摩市長から審査に付されたものである。 

審査にあたっては、志摩広域消防組合一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細

書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書について、関係法令に準拠して

作成されているかどうかを確かめるとともに、これらの計数の正確性を検証する

ため、関係諸帳簿その他証書類との照合等の審査を実施したほか、必要と認めた

その他の審査を実施した。 

 

 第５ 審査の結果 

審査に付された志摩広域消防組合一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、

実質収支に関する調書及び財産に関する調書を地方自治法第２３３条第２項、同

法施行令第２１８条の２及び志摩広域消防組合規約第１４条の規定に基づき審査

した結果、関係法令に準拠して作成されており、その計数は、関係諸帳簿その他

証書類と符合し概ね適正に行われているものと認められた。また、予算の執行及

び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認められた。 

 

 第６ 審査の概要 

令和２年度志摩広域消防組合一般会計の総決算額は、歳入 1,374,097,494 円、

歳出 1,300,771,761 円で歳入歳出差引残額は 73,325,733 円である。 

なお、志摩広域消防組合が解散したことにより、歳入歳出差引残額 73,325,733

円は志摩市一般会計に引き継がれている。 

志摩広域消防組合一般会計の決算状況は次のとおりである。 
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               一般会計歳入歳出決算状況           (単位：円) 

区分 

年度 
歳入決算額 歳出決算額 

歳入歳出 

差引残額 

翌年度へ繰り 

越すべき財源 
実質収支額 

令和 2年度 1,374,097,494 1,300,771,761 73,325,733          0 73,325,733 

令和元年度 1,299,891,691 1,278,816,649 21,075,042 0 21,075,042 

差 引 増 減    74,205,803    21,955,112 52,250,691          0 52,250,691 

 

 一般会計 

令和２年度一般会計歳入歳出予算額は、当初予算額 1,383,263,000 円に、補正予

算額 9,518,000 円を減額し、予算総額は 1,373,745,000 円である。 

決算額は、歳入 1,374,097,494 円、歳出 1,300,771,761 円で、歳入歳出差引残額

は 73,325,733 円となり、実質収支額は 73,325,733 円である。 

 

１ 歳入 

歳入の概要は次のとおりである。                   （単位：円、％）                               

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 1,373,745,000 1,374,097,494 1,374,097,494      0      0 100.0 100.0 

令和元年度 1,298,720,000 1,299,891,691 1,299,891,691    0    0 100.1 100.0 

差 引 増 減    75,025,000    74,205,803    74,205,803      0      0   

予算現額 1,373,745,000 円に対する収入済額は 1,374,097,494 円で、収入率は

100.0％である。また、調定額 1,374,097,494 円に対する収入率は 100.0％で、前年度

の収入済額と比較すると 74,205,803 円(5.7％)増加している。 

歳入決算額を財源別に見ると自主財源で 1,298,897,494 円(94.5％)、依存財源は

75,200,000 円（5.5％）である。 

なお、自主財源・依存財源の一覧は次表のとおりである。 

 

                 自主財源・依存財源          （単位：円、％） 

区    分 予算現額 
構成 

比率 
調定額 

構成 

比率 
収入済額 

構成 

比率 

自
主
財
源 

分担金及び負担金 1,265,483,000 92.1 1,265,483,000 92.1 1,265,483,000 92.1 

使用料及び手数料 400,000 0.0 441,750 0.0 441,750 0.0 

財 産 収 入 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 

繰 越 金 21,075,000 1.5 21,075,042 1.5 21,075,042 1.5 

諸 収 入 11,584,000 0.9 11,897,702 0.9 11,897,702 0.9 

小 計 1,298,543,000 94.5 1,298,897,494 94.5 1,298,897,494 94.5 

依
存
財
源 

国 庫 支 出 金 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 

県 支 出 金 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 

組 合 債 75,200,000 5.5 75,200,000 5.5 75,200,000 5.5 

小 計 75,202,000 5.5 75,200,000 5.5 75,200,000 5.5 

合    計 1,373,745,000 100.0 1,374,097,494 100.0 1,374,097,494 100.0 
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第 1款 分担金及び負担金 

                                     （単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 1,265,483,000 1,265,483,000 1,265,483,000 0 0 100.0 100.0 

令和元年度 1,221,380,000 1,221,380,000 1,221,380,000 0 0 100.0 100.0 

差 引 増 減   44,103,000   44,103,000 44,103,000 0 0   

 

分担金及び負担金の一般会計歳入決算総額に占める割合は 92.1％である。 

予算現額 1,265,483,000 円に対する収入済額は 1,265,483,000 円で、収入率は前

年度と同じ 100.0％である。また、調定額 1,265,483,000 円に対する収入率は前年度

と同じ 100.0％であるが、収入済額は 44,103,000 円(3.6％)増加している。 

収入済額の内訳は、全て構成市町からの分賦金である。 

 

 

第２款 使用料及び手数料 

                                           （単位：円、％） 

     区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 400,000 441,750 441,750 0 0 110.4 100.0 

令和元年度 200,000 397,850 397,850 0 0 198.9 100.0 

差 引 増 減 200,000 43,900 43,900 0 0   

  

使用料及び手数料の一般会計歳入決算総額に占める割合は 0.0％である。 

予算現額 400,000 円に対する収入済額は 441,750 円で、収入率は 110.4％である。ま

た、調定額 441,750 円に対する収入率は前年度と同じ 100.0％であるが、収入済額は

43,900 円(11.0％)増加している。 

収入済額の内訳は、危険物施設の許可、検査等に係る事務手数料である。 

 

 

第３款 国庫支出金 

         （単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度    1,000      0      0 0 0 0.0  

令和元年度 1,000 0 0 0 0 0.0  

差 引 増 減     0     0      0 0 0   

 

国庫支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は 0.0％である。 

予算現額 1,000 円に対する収入済額は 0円で、収入率は 0.0％である。 
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第４款 県支出金 

（単位：円、％） 

     区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 1,000     0     0 0 0 0.0  

令和元年度 1,000 0 0 0 0 0.0  

差 引 増 減     0     0     0 0 0   

 

県支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は 0.0％である。 

予算現額 1,000 円に対する収入済額は 0円で、収入率は 0.0％である。 

 

 

第５款 財産収入 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 1,000     0     0 0 0 0.0  

令和元年度 1,000 0 0 0 0 0.0  

差 引 増 減     0     0     0 0 0   

                                              

財産収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は 0.0％である。 

予算現額 1,000 円に対する収入済額は 0円で、収入率は 0.0％である。 

 

 

第６款 繰越金 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 21,075,000 21,075,042 21,075,042   0 0 100.0 100.0 

令和元年度 39,884,000 39,884,820 39,884,820 0 0 100.0 100.0 

差 引 増 減 △18,809,000 △18,809,778 △18,809,778   0 0   

 

繰越金の一般会計歳入決算総額に占める割合は 1.5％である。 

予算現額 21,075,000 円に対する収入済額は 21,075,042 円で、収入率は 100.0％で

ある。また、調定額 21,075,042 円に対する収入率は前年度と同じ 100.0％であるが、

収入済額は 18,809,778 円(47.2％)減少している。 
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第７款 諸収入  

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 11,584,000 11,897,702 11,897,702 0 0 102.7 100.0 

令和元年度 10,453,000 11,429,021 11,429,021 0 0 109.3 100.0 

差 引 増 減 1,131,000 468,681 468,681 0 0   

 

諸収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は 0.9％である。 

予算現額 11,584,000 円に対する収入済額は 11,897,702 円で、収入率は 102.7％で

ある。また、調定額 11,897,702 円に対する収入率は前年度と同じ 100.0％であるが、

収入済額は 468,681 円(4.1％)増加している。 

収入済額の主な内訳は、自動販売機等電気料 464,100 円、三重県消防学校派遣教官

給与等負担金 8,749,643 円、消防本部庁舎太陽光売電料 963,385 円、生命保険団体取

扱手数料他 748,209 円である。 

    

第８款 組合債 

                                   （単位：円、％） 

     区分 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和 2年度 75,200,000 75,200,000 75,200,000 0 0 100.0 100.0 

令和元年度 26,800,000 26,800,000 26,800,000 0 0 100.0 100.0 

差 引 増 減 48,400,000 48,400,000 48,400,000 0 0   

 

組合債の一般会計歳入決算総額に占める割合は 5.5％である。 

予算現額 75,200,000 円に対する収入済額は 75,200,000 円で、収入率は前年度と同

じ 100.0％である。また、調定額 75,200,000 円に対する収入率は前年度と同じ 100.0％

であるが、収入済額は 48,400,000 円(180.6％)増加している。主な要因は、浜島分署の

水槽付消防ポンプ自動車購入に伴う組合債の借入の増加によるものである。 
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２ 歳出 

歳出の概要は次のとおりである。 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 1,373,745,000 1,300,771,761 0 72,973,239 94.7 

令和元年度 1,298,720,000 1,278,816,649 0 19,903,351 98.5 

差 引 増 減 75,025,000 21,955,112 0 53,069,888  

 

予算現額 1,373,745,000 円に対する支出済額は 1,300,771,761 円で、予算執行

率は、94.7％である。また、支出済額は前年度に比し 21,955,112 円(1.7％)増加

している。 

不用額は 72,973,239 円で、この主なものは総務費と消防費である。 

各款別の支出済額の構成比率は次表のとおりである。 

 

（単位：円、％） 

   区分 

款別 

令和 2年度 令和元年度 
差引(A)-(B) 

対前年度比 

(A/B) 金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 

議会費 129,500 0.0 125,800 0.0 3,700 102.9 

総務費 272,601,202 21.0 267,619,062 20.9 4,982,140 101.9 

消防費 979,361,378 75.3 959,861,353 75.1 19,500,025 102.0 

公債費 48,679,681 3.7 51,210,434 4.0 △2,530,753 95.1 

予備費 0 0.0 0 0.0 0 － 

合 計 1,300,771,761 100.0 1,278,816,649 100.0 21,955,112 101.7 

 

 

第１款 議会費 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 181,000 129,500 0 51,500 71.5 

令和元年度 181,000 125,800 0 55,200 69.5 

差 引 増 減 0 3,700 0 △3,700  

    

議会費の一般会計歳出決算総額に占める割合は 0.0％である。 

予算現額 181,000 円に対する支出済額は 129,500 円で、予算執行率は 71.5％

である。また、支出済額は前年度に比し 3,700 円（2.9％）増加している。 

不用額 51,500 円は、予算現額の 28.5％である。 
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第２款 総務費 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 280,795,000 272,601,202 0 8,193,798 97.1 

令和元年度 275,212,000 267,619,062 0 7,592,938 97.2 

差 引 増 減 5,583,000 4,982,140 0 600,860  

 

総務費の一般会計歳出決算総額に占める割合は 21.0％である。 

予算現額 280,795,000 円に対する支出済額は 272,601,202 円で、予算執行率は

97.1％である。また、支出済額は前年度に比し 4,982,140 円(1.9％)増加している。

主な要因は県防災行政無線負担金の増加によるものである。 

不用額 8,193,798 円は、予算現額の 2.9％である。 

 

 

第３款 消防費 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 1,041,257,000 979,361,378 0 61,895,622 94.1 

令和元年度 969,688,000 959,861,353 0 9,826,647 99.0 

差 引 増 減 71,569,000 19,500,025 0 52,068,975  

 

消防費の一般会計歳出決算総額に占める割合は 75.3％である。 

予算現額 1,041,257,000 円に対する支出済額は 979,361,378 円で、予算執行率

は 94.1％である。また、支出済額は前年度に比し 19,500,025 円(2.0％)増加して

いる。主な要因は浜島分署の水槽付消防ポンプ自動車などの備品購入費の増加に

よるものである。 

不用額 61,895,622 円は、予算現額の 5.9％である。 

 

 

第４款 公債費 

（単位：円、％） 

    区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 49,512,000 48,679,681 0 832,319 98.3 

令和元年度 51,639,000 51,210,434 0 428,566 99.2 

差 引 増 減 △2,127,000 △2,530,753 0 403,753  

 

公債費の一般会計歳出決算総額に占める割合は 3.7％である。 

予算現額 49,512,000 円に対し支出済額は 48,679,681 円で、予算執行率は

98.3％である。 

前年度の支出済額と比較すると、2,530,753 円(4.9％)減少している。 

不用額 832,319 円は、予算現額の 1.7％である。 
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第５款 予備費 

（単位：円、％） 

   区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和 2年度 2,000,000 0 0 2,000,000 0.0 

令和元年度 2,000,000 0 0 2,000,000 0.0 

差 引 増 減 0 0 0 0  

 

予算の執行がなく、不用額は 2,000,000 円である。 

 

 

３ 実質収支に関する調書   

実質収支に関する調書は、地方自治法施行規則第１６条の２に定める様式に従い作

成されており、その内容を決算書と照合した結果、計数は正確であると認められた。 

  

 

４ 財産に関する調書 

財産に関する調書は、地方自治法施行規則第１６条の２に定める様式に従い作成さ

れており、公有財産、物品(車両ほか)、債権、基金の令和 2年度末現在高の状況は次

のとおりである。 

    

１ 公有財産 

(１)土地及び建物 
                                  （単位：㎡） 

区  分 土 地 
建    物 

木造(延面積) 非木造(延面積) 計 

本(分)庁舎 0.0 0.0 4,054.532 4,054.532 

合  計 0.0 0.0 4,054.532 4,054.532 

 

(２) 山林 

該当なし 

 

(３) 動産 

該当なし 

 

(４) 物権 

該当なし 

 

(５) 無体財産権 

該当なし 

 

(６) 有価証券 

該当なし 
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(７) 出資による権利 

該当なし 

 

(８) 財産の信託の受益権 

該当なし 

 

 

２ 物品(車両ほか) 
                                （単位：台、基） 

区  分 
前 年 度 末  

現 在 高 

決算年度中増減高 決 算 年 度 末  

現 在 高 増 減 

車  両 ３７ ２ ２ ３７ 

デジタル無線 ６９ ０ ０ ６９ 

合  計 １０６ ２  ２ １０６ 

 

 

３ 債権 

該当なし 

 

 

４ 基金 

該当なし 
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む す  び  

 

以上が、令和 2 年 度志摩 広域消 防組 合一般 会計 歳 入歳 出 決算 書およ

び付属 書類を 審査 した概 要であ る。  

 志摩 広域消 防組 合にお いては、予 算に即 し健全 な運 営をさ れた結 果、 

実質収 支額が 73,325,733 円の 黒字 と なり 、この 実質 収支額 は 地方 自

治 法 施 行 令 第 ２ １ ８ 条 の ２ 及 び 志 摩 広 域 消 防 組 合 規 約 第 １ ３ 条 の 規

定に基 づき、 志摩 市 の一 般会計 に引 き継が れて い る。  

 審査 に関し 、特 に指摘 する事 項は なかっ た。  

要望事 項とし て、 何点か 申し上 げた い。  

昭和 48 年に 浜島 町、大 王町、 志摩 町、阿 児町、 磯部 町、南 勢町の

６町で 消防事 務を 処理す るため に発 足した が、平成 の 合併に より志 摩

郡５町 が志摩 市に 、南勢町 も南 島町 との合 併によ り 、南伊勢 町とな り

組合構 成も１ 市１ 町で消 防組合 を継 続して きた。  

 今後 は、人 口減 少や少 子高齢 化な ど、より 厳し い財 政状況 で組織 運

営が予 想され るこ とから 、 構成 市町 で協議 の結果 、 令 和 3 年 3 月 31

日をも って志 摩広 域消防 組合を 解散 し、令和 3 年 4 月 1 日に志摩 市消

防本部 が新設 され 、南伊勢 町南勢 地 域の消 防事務 を志 摩市が 受託す る

事務委 託方式 に移 行され ている 。  

志摩市 消防 本 部の 新設に よる メ リッ トとし て「 行政窓 口の一 本化に

よる事 務の簡 素化 」「住民の 利便 性 の向上」「 消防 本 部組織 のスリ ム化

による 現場部 門へ の人員 増強 」「議 会監査 の事務 及び 出納事 務等の 二

重行政 の解消 と経 費の削 減 」が 挙げ られて いるが 、今 後、消 防行政 の

再編の 有効性 を行 財政の 側面か ら検 証し、経費 の削減 と住民 のサー ビ

ス向上 に努め られ たい 。ま た、近い 将来発 生が危 惧さ れる南 海トラ フ

大地震 等の大 規模 災害に 対し 、 いく つかの 課題が 残さ れてい る 。  

特に磯 部分署 、志 摩分署 及び南 勢分 署は、予 想さ れる 南海ト ラ フ地

震等に おける 津波 浸水区 域内に 配置 されて いるこ とか ら、財政 部局と
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も協議 のうえ、高 台への 移転整 備 を 計画的 に進め て い ただく ことを 要

望する 。ま た、地 震によ り水道 管が 寸断し 、消 火栓が 使用で きない こ

とも予 想され るこ とから、住宅 が 密 集する 地区や 火災 の危険 性の高 い

地区に 、耐震 性防 火水槽 の整備 を検 討する ことを 要望 する。  

こ れ か ら の 人 口 減 少 や 少 子 高 齢 化 等 の 社 会 情 勢 の 変 化 に 対 応 す る

ため消 防広域 化及 び連携・協力 が消 防力の 維持・強化 には有 効な手 段

の一つ とされ てい る 。伊勢 志摩地 域 で の通 信指令 業務 の共同 運用 の 推

進はも とより、消 防学校 への派 遣や 他地域 の消防 関係 職員と の人事 交

流によ って個 人的 信頼関 係 を構 築す ること が、組織 同 士の繋 がりを 生

み出し、有事 の際 の 大き な助け に な るもの と、考 えら れるの で人事 交

流の機 会 の拡 充に 努めら れたい 。  

  現 在は、新型 コロナ ウイル ス感 染症 対 策等の 備え で大変 な時期 が 続

いてい るが 、職 員 それぞ れが健 康管 理に留 意し、引 き 続き住 民の生 命

及び財 産を守 るた め、消 防力の 向上 を図ら れたい 。  

 

 

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


